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研究成果の概要（和文）：本研究では従来の振動水柱型波力発電にない、水柱の運動方向が途中で変化する「共
振点追従型振動水柱波力発電」を提案する。研究成果として、途中で傾斜角度と断面積の変化する振動水柱の運
動方程式を導出し、運動方程式に基づく共振周期の推定式を提案し、傾斜角度や断面積、水深により変化する共
振周期を10％以内の精度で予測することができた。また、途中で傾斜部を有する共振点追従型振動水柱波力発電
は従来の垂直型波力発電と比較して、同じ水深でも共振周期を30％以上長周期化すること、傾斜部分に水面が達
しない場合は垂直型と同様の共振周期になるという、水柱の水位により共振周期が急激に変化する性質を持つこ
とを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research proposes a novel concept for oscillating water column wave 
energy converter "Resonance Point Tracking Oscillating Water Column Wave Energy Converter," in 
whitch the direction of the water column's motion changes midway. As a result, the equation of 
motion of the oscillating water column, whose inclination angle and cross-sectional area changes, is
 derived. And an estimation formula for the resonance period based on the equation. It has been 
possible to predict the resonance period, which changes according to the inclination angle, 
cross-sectional area, and water depth, with an accuracy of within 10%. Furthermore, it has been 
revealed that the Resonance Point Tracking Oscillating Water Column Wave Energy Converter can 
lengthen the resonance period by more than 30% even at the same water depth compared to traditional 
vertical wave power generation, however the water surface does not reach the inclined part, it has 
the same resonance period as the vertical type.

研究分野： 機械工学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
従来の振動水柱型波力発電は設計水深における一意の共振特性を想定して設計されていたが、水位により急激に
共振周期の変化する共振点追従型波力発電においては、たとえば潮位の変化を事前に取得すれば、その環境に合
わせた設計最適化も可能である。つまり、本研究は波力発電の効率向上の新たな検討の方向性を示すものでもあ
る。この成果により、振動水柱型波力発電の効率向上や低コスト化が期待され、さらには波力エネルギーの実用
化により脱炭素社会の構築に対しても有意義である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
各種波力発電方式の中でも、波の振動を空気流に変換し、空気タービン発電機を回転させる 

振動水柱型波力発電は、海中に可動部品を持たないことから信頼性に優れ、わが国においても多
くの実績を有する。これら振動水柱型装置の一次変換部は、入射波の周期と水柱の上下運動の共
振周期が一致した場合に波から空気へのエネルギー変換効率が最大となる。これまでの研究に
おいて本研究代表者らは振動水柱を傾斜させることで共振周期の長周期化が可能であることを
明らかにし、従来と同じ水柱の体積で長周期の波での効率を高めることに成功している。一方で
共振周期以外での効率低下からシステム全体の積算発電出力が低くなる課題があった。水柱の
振動特性についてはこれまで多くの研究が行われており、その中で共振周期を複数にすること
で共振周期以外の効率を改善する方法も研究されている。具体的にはプロジェクティングウォ
ールと呼ばれる側壁を設置する、あるいは階段状の地形に装置を設置する方法などの研究が行
われているが、結果として大規模な工事が必要となりコスト増を招く恐れがある。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では振動水柱型波力発電の一次変換部の共振周期を変化させる方式として新しく「共

振点追従型振動水柱波力発電」を提案する。従来の振動水柱型波力発電は垂直または傾斜した上
下運動を利用する方式がほとんどであるが、本提案では途中で水柱の傾斜角が変化し、運動方向
が変化する振動水柱形状を提案し、その共振周期が波高や傾斜角、水深などにより、どのように
変化するかを明らかにし、その変化を定量的に予測できる力学モデルを構築することを目的と
する。 

 

図 1 共振点追従型波力発電の概念（左図の垂直運動では短周期の波で共振、右図に示す傾斜

運動が入ることで長周期の波で共振する） 
 
 
３．研究の方法 
①共振点追従型振動水柱波力発電の動力学モデルの構築 
これまで研究者らの開発してきた動力学モデルを発展させ、共振点追従型振動水柱波力発電

の動力学モデルを構築し、理論的に共振点変化が生じることを推定する。これまでのモデルでは
図に示すように傾斜した状態をモデル化していた。本研究ではこのモデルを拡張し、途中で傾斜
部がある場合に、水柱の運動方向に沿った一次元の運動の運動方程式を導出し、動力学解析が可
能なモデルを構築する。 
方法としては水柱の運動方向に沿った非定常ベルヌーイ式を用い、水柱の運動方向が変わるこ
とで変化するポテンシャルエネルギーの変化や途中で傾斜することで生じる断面積の変化を加
味した非定常の 1次元運動方程式を導出する。 
 
②水槽試験による共振点変化の検証 
水槽実験により共振点追従振動水柱波力発電の共振周期が水柱の運動と水柱の形状により変

化することを明らかにする。 
具体的には途中で傾斜角が異なる振動水柱模型を複数作成し、入射波高による共振周期の変

化と傾斜角度と水深（水柱の長さ、傾斜部分の比率）の違いによる共振周期の変化を造波実験と
自由振動実験により検証する。 
水槽は足利大学造波水槽（幅 70cm、最大水深 70cm）を利用し、造波実験では波高 5cm、周期

0.5 秒から 3秒までの水柱の運動とエネルギー変換効率を評価し、自由振動実験では、真空ポン
プにより水柱の水位を上昇させ、固有振動周期を計測する。 



 
③水槽試験と動力学モデルの比較検証 
非線形の微分方程式として得られる①の動力学モデルを単純化して求めた共振周期推定式と

②の結果を比較し、共振点追従型振動水柱波力発電の形状により、垂直型の振動水柱では生じな
いような、傾斜部を持つことによる共振周期の急激な変化が理論的に予測されたとおりである
ことを検証する。 
 
４．研究成果 
本研究で得られた各項目の成果を以下に記載する。 
① 共振点追従型振動水柱波力発電の動力学モデルの構築 
途中で傾斜部を持つ波力発電装置の動力学モデルとして、図に示す途中で断面積と傾斜部が

変化し、水深ℎ に開口部を有する振動水柱型波力発電を想定する。 

 

図 2 共振点追従型振動水柱の動力学モデル図 

 

 水柱の入り口における静水圧 の変動成分を 、管路の圧力損失を として、水柱の

入り口部分から出口部分まで、管路に沿った経路 , に沿って非定常ベルヌーイ式を積分する

ことで、次式に示す非定常運動方程式を得ることができた。 
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②水槽試験による共振点変化の検証 
 水槽実験では図に示す垂直部のうえに傾斜部を取り付けた模型に対して、波高による共振周
期の変化を評価した。条件としては水面上 1ｃｍから傾斜部が始まる状態に設置し、波高 2cm、
5ｃｍ、7ｃｍの 3条件の造波実験を行った。評価の結果、図 3に示すように従来の垂直型と比較
して、波高が高くなるほど長周期での効率がわずかに向上することが確認でき、共振周期も 0.1
秒程度長周期化したが、性能に与える影響はわずかであることが確認され、その結果、本研究で
は波高よりも水位変化の影響を重点的に検討する方向とした。 



図 3 共振点追従型振動水柱模型 

 

 

図 4 垂直型振動水柱と比較した効率の

評価結果（Vertical:垂直型 com30°:共

振点追従型） 
 
水位変化の影響の評価としては、途中で傾斜部を有する図に示す形状に対して自由振動実験

を行った。自由振動実験は水位を上げた後に減衰振動波形を計測し、その減衰波形から固有周期
を同定するものである。結果として i.断面積変化が大きいほど共振周期が長周期化すること、
ii.傾斜部が増えれば増えるほど共振周期が長周期化すること、iii.垂直型と比較すると、同じ
水柱の水深でも傾斜部を有する場合には共振周期が長周期化することの 3 点を明らかにするこ
とができた。 

 

図 5 水位の影響評価に利用した実験模型 
 

図 6 断面積の影響評価に利用した実験

模型 
 
 

② 水槽試験と動力学モデルの比較検証 
 水槽試験と動力学モデルの比較検証を行うに当たって、①式の非線形項と非保存力を消去し
た次式をまず求めた。 
 

+ L  = − sin  

 
 この式から非減衰固有振動周期 を求めると、次式のとおりである。 
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+
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 この式の比較検証対象として、垂直部の途中から傾斜部が始まる形状 A（図 5）と水平部の途
中から断面積のことなる傾斜部が始まる形状 B（図 6）の二つの形状の模型の自由振動実験を用
いた。 
 形状 Aの水深の変化に対する共振周期の変化を図 7に、形状 Bの断面積比（傾斜部/水平部）



による共振周期の変化を表 1 に示す。それぞれ理論式により共振周期の変化がよく捉えられて
いることが確認できる。 
 

 
図 7 形状Aの固有振動周期と水柱の水位の

関係 

表 1 形状 B の断面積変化率（絞り比）

と固有振動周期の関係 

 

 
  
以上により、本研究では途中で水柱の角度が変化する「共振点追従型振動水柱波力発電」の動

力学モデルを構築し、その共振点の変化特性を実験により評価し、動力学モデルを用いて共振周
期の変化を定量的に予測できる手法を確立することができた。 
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